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研究成果の概要：アメリカは社会保障を関する法律を世界で始めて制定した国であるにもかか

わらず、その福祉国家は不十分な内容しか備えていないと評されている。それは、公的な医療

保険制度が一部の貧困者と高齢者を除いて制度化されていないことに加えて、公的扶助政策が

少数の貧困者にしか提供されていないからである。本研究プロジェクトは、アメリカの独特の

福祉国家の特徴がいかにして生み出されてきたのかを、歴史的経緯にさかのぼって検討してい

る。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,300,000 0 1,300,000 

2007 年度 1,100,000 0 1,100,000 

2008 年度 600,000 180,000 780,000 

年度  

  年度  

総 計 3,000,000 180,000 3,180,000 
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１．研究開始当初の背景 

これまでの福祉国家研究は、ヨーロッパ型
の福祉国家を念頭に置いてすすめられてき
た。アメリカの福祉国家は「不完全な福祉国
家」「遅れてきた福祉国家」「嫌々ながらの福
祉国家」などとしばしば称されるように、未
発達で不十分な内容しか備えていないと評
されている。 
アメリカの福祉国家は、公的な医療保険制

度が一部の例外を除いて制度化されていな
いし、公的扶助政策が少数の貧困者にしか提
供されていない。先行研究の多くは、国民皆
医療保険制度や充実した公的扶助プログラ

ムなどの「当然に備わっているべき」ものが
アメリカの福祉国家に欠如していることを
否定的にとらえ、その弊害について論じるも
のが多かった。 

しかし、ヨーロッパの福祉国家を基準とす
る従来の見方では、アメリカの福祉国家が何
故独自の発展を遂げてきたのかを解明する
ことができない。アメリカがこのような福祉
国家の発展をしてきたことには、歴史的、政
治的な経緯があるからである。そこで、本研
究では、歴史的経緯にも遡りつつ、アメリカ
の福祉国家の独自の性格を、政治学の手法を
用いて解明しようとした。 
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２．研究の目的 
本研究の目的は、歴史的な経緯を遡って検

討することで、アメリカの福祉国家の特徴を
解明することである。 
例えば、今日のアメリカでは、公的扶助プ

ログラムの社会サーヴィス提供に際してＮ
ＰＯが、また、医療保険の提供について民間
保険会社が大きな役割を果たすなど、民間部
門が大きな位置づけを与えられている。この
ような、アメリカの福祉国家の特徴がいかに
して生み出されてきたのかを解明し、比較福
祉国家論に理論的に貢献することが、本研究
の目的である。 
 
３．研究の方法 
本研究では、アメリカの福祉国家の基礎が

形成された革新主義時代から今日に至る、ほ
ぼ 100 年に及ぶ時期を、政治学のアプローチ
を用いて解明している。伝統的な社会福祉政
策研究では、社会福祉政策を、貧困者のニー
ズを満たすための再分配政策としてのみ位
置づけて評価している。それに対して本研究
では、社会福祉政策の再分配政策としての側
面のみならず、政治家や高額納税者たる民間
企業等にとって福祉政策が持つ意味、具体的
には、票獲得のための手段や社会統制の手段
などの政治的資源として用いられてきたと
いう側面をも考慮した上で、政治学的な観点
から分析を行っている。 

また、従来の研究は連邦政府の動向に焦点
を当てすぎていたので、州や地方政府がアメ
リカの福祉国家の発展にとってどのような
意味を持っていたのか、連邦制などの要因が
どのようなインパクトを与えてきたのか、な
どの制度的な要因を重視している。連邦制を
採用しているアメリカでは、社会福祉政策の
具体的な策定や執行が州以下の政府に委ね
られていることが多く、州や地方政府によっ
てそのありようが全く異なっている場合も
多い。まさにその点にこそ、アメリカの福祉
国家の特徴が見て取れるからである。 
 
４．研究成果 
（1）連邦制とアメリカの福祉国家について 

アメリカの福祉国家の基礎はニューディ
ール期に確立されたとしばしばいわれるが、
実際にはその原型が作られたのは、19 世紀末
から 20 世紀初頭にかけての革新主義時代で
ある。ヨーロッパ的な意味での国家機構の発
展が遅れたアメリカでは、大恐慌発生時にお
いても連邦政府が社会福祉政策の執行を行
うための官僚機構を整備することができな
かったこともあって、連邦政府は州以下の政
府が実施している社会福祉政策の成果をそ
のまま取り込み、その具体的な執行を州以下
の政府に委ねたからである。 

連邦政府が社会福祉の分野で大きな役割
を果たすことが想定されていなかった当時、
主要な役割を期待されたのは州以下の政府
だった。しかし、歳入のほとんどを中央政府
からの移転支出に依存している日本の地方
自治体と異なり、アメリカの州以下の政府は
財源の多くを自主的に確保・運用せねばなら
ない。通貨を発行することも、住民や企業の
移動を制限することもできないアメリカの
州以下の政府は、税収をもたらすミドルクラ
スや民間企業を引き寄せるという観点から、
彼らに負担を求める再分配政策には消極的
にならざるを得ないという制度的特徴を持
っている。 
いうなれば、制度的、構造的に社会福祉政

策を採用、発展させにくい州以下の政府が、
その主たる担い手とならざるを得ないとこ
ろに、アメリカの福祉国家のジレンマが存在
する。アメリカの連邦制に伴うこの特徴が、
今日に至るまでのアメリカの福祉国家の性
格を大きく規定し、その発展を独自のものと
させているのである。 
 
（2）医療保険政策について 
医療保険政策の分野については、革新主義

時代に公的な医療保険の制度化の試みが失
敗し、民間医療保険制度が発達したことが、
今日の国民皆医療保険制度の実現を困難に
した理由である。 
赤字財政を組むことが制度的に認められ

ていない州以下の政府で政策を実施するた
めには、高額納税者たる民間企業等の利益関
心に沿った政策を採用せねばならない。革新
主義時代に、医療保険制度導入を目指す試み
が各州で発生したものの、医療保険制度の主
たる受益者と想定される労働組合や女性団
体が効果的にまとまることはなかった。その
一方、医師会、企業家、民間保険会社などは、
医療保険制度の公的な制度化には団結して
反対した。その結果、各州ではそれら主要ア
クターの利益関心に合致する形で民間医療
保険制度が発達することとなった。以降、州
政府も連邦政府も、租税優遇措置をとるなど
してそれら民間医療保険の発達を促すよう
な政策を実施してきた。 
民間医療保険制度は徐々に拡大していっ

たが、それを公的な医療保険制度に転換する
可能性があるとすれば、国民の健康状態が明
らかとなり、国民への普遍主義的な対応が要
請されるようになる第二次世界大戦の時期
だったであろう。実際、ヨーロッパ諸国など
では、第二次世界大戦の時期に国民皆医療保
険制度が導入されているのである。しかし、
アメリカでは、公的な医療保険制度はファシ
ズムや共産主義と結びつけて論じられ、その
実現に反対するためのキャンペーンが医師
会等によって徹底して行われた。その間、企



 

 

業を単位とする民間医療保険への加入者は
増加し続け、公的な医療保険制度の受益者と
想定される人々が結果的に分断されること
となった。その結果、公的な医療保険制度導
入を求める勢力は十分にまとまることがで
きず、国民皆医療保険制度の導入は挫折した
のである。 

このような制度的配置の中で公的な医療
保険が導入される可能性があるとすれば、企
業を通して民間医療保険でカバーされない
人々、具体的には労働市場に参画できない高
齢者と障害者であり、これが 1960 年代に、
高齢者に対する医療保険であるメディケア
と、貧困者を対象とするメディケイドの制度
化に向けて国民の支持が集まった理由であ
る。 

今日、アメリカで 4000 万人もの人が医療
保険を持っていないことが驚きを持って語
られているが、逆に言えば、国民皆医療保険
制度が存在しないにもかかわらず 6人に 5人
が医療保険を持っているのである。これが今
日のアメリカで、公的に国民皆医療保険を制
度化することが困難な背景となっているの
である。 
 
（3）1996 年におけるアメリカの福祉国家再
編について 

アメリカでは、日本の生存権に当たる規定
が存在しないため、公的扶助プログラムは憲
法から当然に導かれる国民の権利と位置づ
けられていない。ニューディール期の公的扶
助プログラムの中核を成していた要扶養児
童家庭扶助ＡＦＤＣプログラムは、連邦裁判
所の判例によって個人に対するエンタイト
ルメント・プログラムと位置づけられるよう
になったものの、福祉依存や貧困の罠に対す
る批判が高まって行くにつれ、その改革が目
指されるようになった。そして、1996 年のビ
ル・クリントン政権下で、ＡＦＤＣを廃止し
て一時的貧困家庭扶助ＴＡＮＦプログラム
を含む個人責任・就労機会調停法 PRWORA が
制定され、公的扶助の受給期間に制限が加え
られると共に、福祉受給者に労働の義務を課
すという、福祉国家の再編が達成された。こ
の制度が、今日のアメリカの福祉国家の基礎
を形作っている。 

このプログラムはその成立過程で「福祉か
ら就労へ」というスローガンが掲げられたこ
ともあり、福祉給付をやめて労働に従事させ
る、労働でもって福祉に代える、というニュ
アンスで伝えられることも多い。しかし、実
際の今日のアメリカのワークフェア政策は、
労働する、あるいは労働に必要な訓練を受け
たり就職活動をすることを条件として、労働
収入を補完するために政府が援助を与える
制度になっている。 

伝統的にアメリカでは、福祉受給者は労働

に従事していない人々だと考えられており、
労働することと福祉を受給することは対立
するものと位置づけられてきた。しかし、今
日のアメリカでは、労働は社会福祉給付を受
けるための前提条件となっているのである。 
 
（4）アメリカの対貧困者政策について 
今日のアメリカの対貧困者政策は、労働す

る、あるいは労働に必要な訓練を受けたり就
職活動をすることを条件として、労働収入を
補完するために政府が援助を与えるという
制度になっている。このプログラムは、制度
的には、貧困者がフルタイムで労働に従事し、
ＴＡＮＦや勤労所得税控除ＥＩＴＣ、フー
ド・スタンプなどのプログラムを全て受給す
れば、貧困線以上の生活を営むことができる
ように設計されている。しかし、失業率が上
昇している今日ではフルタイムで労働をす
ることはしばしば困難であるし、全てのプロ
グラムを受給している貧困者の割合は 10％
にも満たないと推測されている。また、貧困
線は 1960 年代のライフスタイルを前提とし
て設定されており、その程度の収入では、と
りわけ住居費の高い地域では十分な生活を
送ることができないことが、いくつかの研究
によって明らかにされている。 
一方で、就労できない貧困者はＮＰＯによ

る慈善活動に依存せざるを得ない状況が作
られている。NPO による社会サーヴィスの提
供は、効率的で貧困者のニーズにあったもの
となるとしばしば想定されてきた。しかし、
小切手やクーポンの形で郵送される現金給
付型プログラムとは違い、NPO の提供する社
会サーヴィスは、サーヴィスが提供される場
所に貧困者が赴かなければ入手できない。そ
して、実際には、NPO が貧困者のニーズに適
ったところに拠点を構えていることは稀で
ある。このように、NPO を主体とする社会サ
ーヴィス提供は、今日では貧困者の手の届か
ないものとなりつつある。この状態を改善す
るために、ジョージ・W・ブッシュ政権は「思
いやりのある保守主義」をうたって信仰に基
づく NPO を積極的に活用しようと試みた。ま
た、現在のバラク・オバマ政権も「信仰に基
づく近隣パートナーシップ」を提唱し、同様
の試みを行おうとしている。 
また、今日の貧困者は、民間医療保険制度

を利用することもできず、労働していない限
りは貧困者向けの医療保険制度であるメデ
ィケイドを利用できない状態になっている。
ホワイトハウス主導での国民皆医療保険制
度導入に挫折したクリントン政権とは異な
り、オバマ政権は連邦議会を巻き込む形でも
国民医療保険制度の導入を目指しているが、
その主たる担い手と想定されていたトム・ダ
シュルが厚生庁長官への指名辞退に追い込
まれたことなどもあり、その実現は容易でな



 

 

いと想定されている。 
100 年に一度の大不況といわれる今日、ア

メリカの福祉国家のあり方が問い直されて
いるが、就労を重視する福祉国家の基本的枠
組みを改革しようとする動きは存在してい
ない。それ故に、本プロジェクトが明らかに
したアメリカの福祉国家の性格は、今後も引
き続き存続することになるだろう。 
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